
佐世保市新型コロナウイルス感染症緊急経済対策

第2段階 安定化支援段階・第2弾（案）

新型コロナウイルス感染症の影響が幅広い業種へ及んでいることから、

安定化支援段階第２弾の支援策として、全業種を対象とした給付金など

本市独自の大規模な支援策など（※）を５月臨時議会へ提案することとし

ています。

総事業費 ２１億７０４４万円

・事業者経営持続給付金 １６億３２８１万円

新型コロナウイルスの影響で減収した小売り・サービス業等幅広い事業者へ

の臨時給付金（一律20万円）

・農業者・漁業者経営持続給付金 １億３３５５万円

新型コロナウイルスの影響で減収した農業者（花き類、和牛肥育）、漁業者

への臨時給付金（一律20万円）

・飲食店来店応援事業 ９９８０万円

県の食事提供施設への営業時間短縮要請終了に伴い、飲食店への来店を促進

するためのクーポン券配布

・市民・県民宿泊キャンペーン事業 ５０００万円

市民・県民を対象とした市内宿泊施設の利用促進

・テイクアウト促進支援事業 ２８３万円

市内飲食店のテイクアウトを促進するため、テイクアウト店舗を特集した

フリーペーパーの作成支援

・特定経営基盤維持事業費 ９００万円

雇用機会拡充事業を活用して事業の創設・拡充を行った事業者の収入が減少

した場合、経営基盤の維持に必要な経費を支援するもの

・経済対策対応体制整備 ９８８万円

セーフティネット認定業務及び金融相談窓口などの体制強化（人件費等）

・新型コロナウイルス感染症医療従事者支援事業（継続） １１００万円

医療従事者のリフレッシュのための食事提供（デリバリー）

・感染拡大防止と生活の安定に関する事業 ２億２１５７万円

新型コロナウイルス感染症対策事業、児童クラブ事業など

※財源については、国の「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」のほか、財政調整基金

の取り崩しを行っています。



事業者経営持続給付金（案）

１ 支援の目的

新型コロナウイルス感染症拡大により、経済活動縮小の影響で経営が悪化した市内事業

者に対して支援を行います。

２ 対象事業者

以下の条件をすべて満たすもの

①令和２年５月１日現在、中小企業者で市内に本社又は本店を有する法人、または、

市内に住所を有する個人事業主であること。

②令和２年５月１日現在、３か月以上事業を行っており、引き続き事業を継続する意思

があること。

③新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年２月から５月までの任意の１か月

の売上が前年同月比で２０％以上減少していること。（業歴1年未満の場合は特例あり。）

④佐世保市新型コロナウイルス感染症緊急経済対策（第1弾）給付金※について、交付

申請していない、または、今後も交付申請の予定はないこと。（重複申請は不可）

※ 飲食店事業者緊急支援給付金、宿泊事業者緊急支援給付金、貸切バス事業者緊急支

援給付金のいずれかの給付金

⑤令和元年１２月末までに納期限が到来している市税について、滞納がないこと。

３ 支援額

１事業者あたり２０万円

４ 申請方法

感染拡大防止の観点から、郵送による非対面方式

５ 申請書類等の入手方法

佐世保市のホームページからダウンロード（支所等の窓口にも順次設置）

６ 申請期間

令和２年５月２２日（金）から令和２年７月３１日（金）まで（消印有効）

７ 事業規模

給付金：１,６２２,６００千円



農業者経営持続給付金（案）

１ 支援の目的

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う行動自粛により、農業経営に影響を強く受けて

いる農業者（花き類・和牛肥育）に対して支援を行います。

２ 対象事業者

以下の条件をすべて満たすもの

①市内に住所を有するもので、「ながさき西海農業協同組合」「佐世保花き園芸農業協

同組合」のいずれかに属する農業者（花き類又は和牛肥育）

②令和２年２月以降において農業を営んでおり、農業を継続していく意思があるもの

③平成３１年分の事業活動における確定申告等税申告がされており、農業収入が確認でき

るもの

④平成３１年２月から４月の花き類又は和牛肥育による平均販売額が１０万円以上あること

⑤令和２年２月から４月の花き類又は和牛肥育による平均販売額が前年と比較し、２０％

以上減少していること

⑥令和元年１２月末までに納期限が到来している市税について、滞納がないこと

３ 支援額

１事業者（個人及び法人）につき２０万円

４ 申請方法

感染拡大防止の観点から、郵送による非対面方式

５ 申請書類等の入手方法

農業畜産課より対象事業者へ配布

佐世保市のホームページからダウンロード

６ 申請期間

令和２年５月２２日（金）から令和２年７月３１日（金）まで（消印有効）

７ 事業規模

給付金：１２,６００千円



漁業者経営持続給付金（案）

１ 支援の目的

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う行動自粛により、漁業経営に影響を強く受けて

いる漁業者に対して支援を行います。

２ 対象事業者

以下の条件をすべて満たすもの

①市内に住所を有するもので、市内漁業協同組合の正組合員である漁業者（ただし、従

事者は除く）

②令和２年２月以降において漁業を営んでおり、漁業を継続していく意思があるもの

③平成３１年分の事業活動における確定申告等税申告がされており、漁業収入が確認でき

るもの

④平成３１年２月から４月の平均漁業収入が１０万円以上あること

⑤令和２年２月から４月の平均漁業収入が前年と比較し、２０％以上減少していること

⑥令和元年１２月末までに納期限が到来している市税について、滞納がないこと

３ 支援額

１事業者（個人及び法人）につき２０万円

４ 申請方法

漁業者及び法人が漁協を通じて申請

５ 申請書類等の入手方法

漁業協同組合を通じて正組合員へ配布

佐世保市のホームページからダウンロード

６ 申請期間

令和２年５月２２日（金）から令和２年７月３１日（金）まで（消印有効）

７ 事業規模

給付金：１２０,０００千円



飲食店来店応援事業（案）

１ 支援の目的

新型コロナウィルスの影響により、来店客が減少した飲食店舗への来客を呼び戻すため、お得な

クーポン券（佐世保グルメクーポン）を発行し、飲食店を支援します。

２ 概要

登録された飲食店に対して、１０万円分のクーポンを配布。（１店舗あたり２千円×５０枚）

登録店舗は、クーポン券の利用（配布）ルールをそれぞれ定めて、来店者へクーポン券を配布し、

リピート客を獲得する。

３ 対象事業者

以下の条件をすべて満たすもの

①食品衛生法第５２条の規定による「飲食店」の営業許可を受けていること。

②年間を通じて、常設の店舗内で飲食スペースを有して営業を行っていること。

※イートイン（飲食店で買った食料品をその店内で食べること）のスペースを設けているスー

パー・コンビニ等は除く

③市内に店舗を有する中小企業者及び小規模企業者（個人事業主を含む）

④各店舗において３密回避の措置を実施すること。（換気・間隔・消毒清掃）

⑤クーポン券の利用規約を遵守すること。（転売の禁止等）

⑥令和元年１２月末までに納期限が到来している市税について、滞納がないこと

４ 申請方法

感染拡大防止の観点から、郵送による非対面方式

５ 申請書類等の入手方法

佐世保市のホームページからダウンロード（商工労働課の窓口にも設置）

６ 事業規模

９０,０００千円（クーポン発行総額）

７ スケジュール

５月２０日から店舗募集

６月１日から店舗へクーポン券の発送（順次）

６月１日～８月３１日までを利用期間（キャンペーン期間）とする。



１ 事業の目的

新型コロナウイルス感染症の拡大により、宿泊者数が激減し宿泊施設はもとより地域経済にも深刻

な影響を及ぼしているため、市民・県民を対象とした宿泊キャンペーンを実施することで需要回復を

図るものです。

２ 事業内容

（１）宿泊施設利用助成金（個人向け）

事業に参画する市内の宿泊施設に宿泊する市民・県民を対象とし、宿泊料金を助成する。

①助成額 宿泊料金 １泊一人当たり半額助成（上限５,０００円）

②宿泊目標 延べ７,７００人泊以上

③事業費 ４０,５００千円（助成金３８,５００千円／広告費２,０００千円）

（２）受注型企画旅行助成金（団体向け）

旅行会社が企画する市民・県民を対象とした受注型の宿泊商品に対し、宿泊料金等を助成する。

①助成額 1）宿泊料金

１泊一人当たり半額助成（上限５,０００円）

2）その他パッケージ料金（交通費、飲食費など）

一人当たり半額助成（上限３,０００円）

②宿泊目標 延べ１,０００人泊以上

③事業費 ８,０００千円（宿泊助成金５,０００千円／その他助成金３,０００千円）

≪助成条件≫

■貸切バス等を利用した旅行であること。

■行程に市内での昼食または有料観光施設への立ち寄りがあること。

３ 宿泊対象期間

令和２年６月１日（月）～令和２年７月３１日（金）

※予約開始：令和２年５月２５日（月）～

４ 事業規模

委託料：５０,０００千円（宿泊目標 延べ８,７００人泊以上）

※予算がなくなり次第終了

市民・県民宿泊キャンペーン事業（案）



テイクアウト促進支援事業（案）

１ 支援の目的

事業者が作成するテイクアウト店舗を特集したフリーペーパーの作成費用を支援（広

告掲載）することで飲食店のテイクアウト利用を促進します。併せて、掲載広告の内容

を新型コロナウイルス感染症に関する情報周知等とすることで、感染拡大防止に努めま

す。

２ 広告掲載内容

新型コロナウイルス感染症関連の情報・健康情報、給付金関連の周知、ハッシュタグ

キャンペーン、市長からのメッセージなど。

３ 掲載店舗数

１００店舗程度

４ スケジュール

５月上旬契約

５月末～６月上旬に発刊（３万部）

５ 事業規模

２,８３３千円（広告料）



特定経営基盤維持事業費（案）

１ 支援の目的

令和元年度までに特定有人国境離島地域社会維持推進交付金「雇用機会拡充事業」を活用し

て新たな雇用を創出した事業者が、新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少した

場合に、固定費など経営基盤の維持に必要な経費を支援するもの。

２ 対象事業者（宇久地域）

以下の条件をすべて満たすもの

①雇用機会拡充事業に係る交付金の交付申請時に提出した事業計画書に記載された事業

を着実に実施し、１名以上の雇用を創出したこと。

②令和２年３月３１日現在の雇用者数が、雇用機会拡充事業を実施する前の雇用者数を

下回っていないこと。

③新型コロナウイルス感染症の影響により売上高等の事業活動を示す指標が５％以上減

少していること。

④持続化給付金を受けていないこと。

⑤令和元年１２月末までに納期限が到来している市税について、滞納がないこと

３ 補助額上限

法人：３００万円 個人事業者：１５０万円

４ 申請方法

感染拡大防止の観点から、郵送による非対面方式

５ 申請書類等の入手方法

宇久行政センターから対象事業者へ配布

６ 申請期間

令和２年５月下旬から

７ 事業規模

９，０００千円



感染拡大防止と生活の安定に関する事業（案）

新型コロナウイルス感染症に対し、感染拡大防止と市民生活の安定のため、下記の事業に取り組

みます。

１ 感染拡大防止のための事業

感染拡大防止のため、備品などの購入や施設への補助、市の施設整備等を行います。

・障がい福祉サービス等衛生管理体制確保支援事業

・地域子育て支援センター事業

・病児保育事業

・保育環境改善事業

・ファミリーサポートセンター事業

・地域型保育事業

・児童クラブ事業（備品等の購入補助）

・公立保育所管理運営事業

・妊娠・出産包括支援事業

・公立幼稚園管理運営事業

・遠隔・オンライン学習環境整備事業（看護専門学校）

２ 生活の安定のための事業

生活の安定に資するため、各種事業に取り組みます。

・住居確保給付金支援事業

・傷病手当金（国民健康保険事業特別会計）

・児童クラブ事業（学校の臨時休業等に係る運営委託料など）

・若者移住定住応援事業（奨学金返還サポートにかかる債務負担行為の変更等）

３ 感染症対策強化のための事業

保健所における体制強化等のため、下記の事業に取り組みます。

・新型コロナウイルス感染症対策事業

特別対策室の設置など体制強化に要する経費

～相談体制の強化、地域外来・検査センターの設置、医療に要する経費など

急病診療所の感染症対策経費

～防護用ガウン等の購入に要する経費など

各事業の詳細については、次ページ以降を参照してください。



■感染拡大防止と生活の安定に関する事業 （単位：千円）

№

221,566 99,757 92,681 14,796 0 14,332

【安定化支援段階／第２段階】

感染拡大防止と生活の安定

に関する事業　計

担 当 課国 庫

支 出 金

地 方 創 生

臨時交付金

（ 国 庫 ）

県

支 出 金
そ の 他

一 般

財 源

区 分 事 業 名 予 算 額 事 業 内 容

1

感染拡大

防止と生活

の安定

住居確保給付金支

給事業費
9,920 7,440 1,449

就労能力及び就労意欲のある方のうち、住宅を喪失してい

る又は喪失する恐れのある方に対し、住宅費を支給するも

の

　・支給見込件数　　延べ310件

保健福祉部

生活福祉課
1,031

3

感染拡大

防止と生活

の安定

国民健康保険事業

特別会計繰出金
100

2

感染拡大

防止と生活

の安定

障がい福祉サービス等

衛生管理体制確保

支援事業費

7,800 5,200

42 58
傷病手当金支給業務に係る事務経費に対する一般会計

からの繰出金

保健福祉部

医療保険課

1,519

障がい者支援施設等へ配付する感染拡大防止のための消

耗品の購入

　・障がい福祉サービス事業所等　　384か所

保健福祉部

障がい福祉課
1,081

5

感染拡大

防止と生活

の安定

病児保育事業費 1,822 1,822

4

感染拡大

防止と生活

の安定

地域子育て支援セン

ター事業費
1,311 1,311

0

感染拡大を防止するための備品等の購入に対する補助

　・病児保育室　5か所

　　　（1か所あたり補助上限額500千円と令和元年

　　　　度補助額との差額）

子ども未来部

子ども支援課

0

感染拡大を防止するための備品等の購入に対する補助

　・地域子育て支援センター　4か所

　　　（1か所あたり補助上限額500千円と令和元年

　　　　度補助額との差額）

子ども未来部

子ども支援課

7

感染拡大

防止と生活

の安定

ファミリーサポートセン

ター事業費
750 480

6

感染拡大

防止と生活

の安定

保育環境改善事業

費
22,839 22,097

57 134 79

感染拡大を防止するための備品等の購入、学校の臨時休

業等に係る運営委託料

　・備品等の購入　　346千円

　　　（補助上限額500千円と令和元年度補助額と

　　　　の差額）

　・学校の臨時休業等に係る運営委託料　　404千円

　　　（6,400円×3人×21日）

子ども未来部

子ども育成課

434

感染拡大を防止するための備品等の購入に対する補助

　・児童福祉施設等　68か所　　22,097千円

　　　（1か所あたり補助上限額500千円と令和元年

　　　　度補助額との差額）

　・事務経費　　742千円

子ども未来部

子ども支援課
308

9

感染拡大

防止と生活

の安定

児童クラブ事業費 62,919 35,571

8

感染拡大

防止と生活

の安定

地域型保育事業費 709 709

6,229 12,364 8,755

学校の臨時休業等に係る運営委託料、感染拡大を防止

するための備品等の購入や通所自粛要請による利用料の

日割り計算に対する補助

　放課後児童クラブ　　73か所

　　・学校の臨時休業等に係る運営委託料　21,168千円

　　・備品等の購入に対する補助　23,207千円

　　　　（補助上限額500千円と令和元年度補助額と

　　　　　の差額）

　　・利用料の日割り計算に対する補助　15,927千円

　　　　（見込人数　2,212人）

　　・事務経費　2,617千円

子ども未来部

子ども育成課

0

感染拡大を防止するための備品等の購入に対する補助

　・地域型保育事業所　2か所

　　　（補助上限額500千円と令和元年度補助額と

　　　　の差額）

子ども未来部

子ども育成課

10

感染拡大

防止と生活

の安定

児童福祉行政一般

管理事業費
600 351 感染拡大防止業務に係る事務経費

子ども未来部

子ども支援課
249
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12

感染拡大

防止と生活

の安定

新型コロナウイルス感

染症対策事業費
81,056 13,855

11

感染拡大

防止と生活

の安定

公立保育所管理運

営事業費
513 513

67,201 0

感染症対策における体制整備等に要する経費

　・特別対策室の運営に係る経費　　　　　51,857千円

　・地域外来・検査センターに係る経費　　　5,361千円

　・検査、医療に係る経費　　　　　　　　　　23,838千円

保健福祉部

新型コロナウイ

ルス感染症特

別対策室

0

感染拡大を防止するための消耗品の購入

　・公立保育所　3か所

　　　（1か所あたり補助上限額500千円と令和元年

　　　　度補助額との差額）

子ども未来部

子ども育成課

14

感染拡大

防止と生活

の安定

遠隔・オンライン学習

環境整備事業費
2,888

13

感染拡大

防止と生活

の安定

新型コロナウイルス感

染症対策事業費
1,836

1,201 1,687
遠隔・オンライン学習を行うための通信環境整備及びシステ

ム導入

保健福祉部

看護専門学

校

0

急病診療所の感染症対策に係るもの

　・防護用ガウン、フェイスシールド等購入　　237千円

　・事務経費　　1,599千円

保健福祉部

急病診療所
1,836

16

感染拡大

防止と生活

の安定

新型コロナウイルス感

染症対策事業費
20,517 5,759

15

感染拡大

防止と生活

の安定

妊娠・出産包括支援

事業費
5,000 5,000

13,446 1,312 0

試験検査課におけるPCR検査など感染症対策に係るもの

　・検査に係る経費（試薬や防護服、器材等）

                                                     20,302千円

　・事務経費　215千円

保健福祉部

試験検査課

0

産後ケア事業を行う施設へ配付する感染拡大防止のため

の消耗品の購入

　・産婦人科医院等　10か所

　　　（1か所あたり補助上限額　500千円）

子ども未来部

子ども保健課

986 0

感染拡大を防止するための備品等の購入

　・公立幼稚園　2か所

　　　（1か所あたり補助上限額500千円と令和元年

　　　　度補助額との差額）

子ども未来部

子ども育成課
17

感染拡大

防止と生活

の安定

公立幼稚園管理運

営事業費
986


